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本市の高齢化の状況等について 

 

 

１ 全国における高齢化の状況 

  我が国の 65 歳以上の高齢者人口は、平成 25 年 10 月 1 日 時点で、過去最高の

3,190 万人（前年 3,080 万人）を数え、総人口（1 億 2,730 万人）に占める割合

（高齢化率）は 25.1％（前年 24.2％）となり、4 人に 1 人以上が高齢者という

状況になっています。 

  また、高齢者人口のうち、65～74 歳の前期高齢者は 1,629 万人、75 歳以上の

後期高齢者は 1,561 万人となり、総人口に占める割合はそれぞれ 12.8％、12.3％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

資料３ 

単位：万人（人口）、％（構成比）

総数 男 女 総数 男 女

総人口 12,730 6,191 6,539 12,752 6,203 6,549

高齢者人口（６５歳以上） 3,190 1,371 1,819 3,080 1,318 1,762

　６５～７４歳人口（前期高齢者） 1,629 772 857 1,561 738 823

　７５歳以上人口（後期高齢者） 1,561 599 962 1,519 580 939

生産年齢人口（１５～６４歳） 7,901 3,981 3,920 8,018 4,038 3,980

年少人口（０～１４歳） 1,639 839 800 1,654 847 807

総人口 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

高齢者人口（高齢化率） 25.1 22.1 27.8 24.2 21.2 26.9

　６５～７４歳人口 12.8 12.5 13.1 12.2 11.9 12.6

　７５歳以上人口 12.3 9.7 14.7 11.9 9.4 14.3

生産年齢人口 62.1 64.3 59.9 62.9 65.1 60.8

年少人口 12.9 13.6 12.2 13.0 13.7 12.3

＊総務省「人口推計」（各年１０月１日現在）より作成

平成２５年１０月１日 平成２４年１０月１日

人口

構成比
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（１）高齢化の推移と将来推計 

 今後、総人口は長期の人口減少過程に入る中で、高齢者人口は、団塊の世代が

65 歳以上となる平成 27（2015）年には 3,395 万人となり、団塊の世代が 75 歳以

上となる平成 37（2025）年には 3,657 万人に達すると見込まれています。 

 また、65～74 歳人口（前期高齢者）は平成 28（2016）年にピークを迎えますが、

その一方で 75 歳以上人口（後期高齢者）は増加を続け、平成 29（2017）年には

前期高齢者を上回り、その後も増加傾向が続くものと見込まれています。 

 

【出典】平成 25年版高齢社会白書 
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（２）高齢者人口と生産年齢人口の比率 

 65 歳以上の高齢者人口と 15～64 歳の生産年齢人口の比率は、平成 24（2012）

年では、高齢者 1 人に対して、生産年齢人口は 2.6 人になっています。今後、この

比率は低下し、平成 72（2060）年には、高齢者１人に対して生産年齢人口が 1.3

人の比率になると見込まれています。 

 

【出典】平成 25年版高齢社会白書 
 

（３）平均寿命の推移と将来推計 

 我が国の平均寿命は、平成 24(2012)年現在で、男性 79.94 歳、女性 86.41 歳と

なっており、今後、男女とも引き続き平均寿命は延びて、平成 62（2050）年には、

男性 83.55 歳、女性 90.29 歳となり、女性の平均寿命が 90 歳を超えることが見込

まれています。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

1950 年及び 2012 年は厚生労働省「簡易生命表」、1960 年から 2010 年までは厚生労働省「完全生命表」、2020 年以降は、国立社会保障・人口問題
研究所「日本の将来人口推計（平成 24 年 1 月推計）の出生中位・死亡中位仮定による推計結果 
（注）1970 年以前は沖縄県を除く値である。0 歳の平均余命が「平均寿命」である。 

＊平成 25年版高齢社会白書及び厚生労働省
「簡易生命表」より作成 
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（４）ひとり暮らし高齢者の動向 

 65 歳以上のひとり暮らし高齢者の増加は、男女ともに顕著となると推計されて

おり、平成 37（2025）年には、全国で約 701 万人になるものと推計されています。 

 
【出典】平成 25年版高齢社会白書 
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（５）介護給付と保険料の推移 

 高齢化の進展により、介護給付も上昇の一途をたどっており、2025年には給付

費が 21兆円程度、介護保険第 1号被保険者の保険料が全国平均で 8,200円程度（現

行の第 5期は 4,972円）となることが見込まれ、介護保険制度の持続可能性確保の

ための重点化・効率化が必要となっています。 

 

＊平成 26年 2月 25日「全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料」 

 （厚生労働省老健局）より作成 
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２ 本市における高齢化の状況 

（１）将来人口の推移 

  全国的な傾向と同様に、仙台市においても、高齢化は、確実に進展しています。

平成 26（2014）年 4 月 1 日現在の 65 歳以上の高齢者人口は、21 万 6,548 人（前

年同期 20 万 7,337 人）となり、人口全体（104 万 6,192 人）に占める割合（高

齢化率）は、20.7％（前年同期 19.96％）と、20%台に乗りました。 

 

 
＊国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（H25.3）」より作成 
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（２）中学校区別高齢化率 

  平成 26 年４月 1 日現在の中学校区別の高齢化率と高齢者人口は、８ページの

とおりとなっています。９ページの平成 23 年 10 月 1 日現在と比較すると、全

学区において高齢化率は上昇しています。 

 
 
 

 ＜参考＞中学校区と日常生活圏域について 

  本市では、地理的条件や人口、交通事情その他の社会的条件、介護給付等サー

ビスを提供するための施設の整備状況等に加え、高齢者が住み慣れた地域で生活

を継続できるように、保健福祉や医療関連施設さらに民生委員・町内会・ボラン

ティアなど人的資源の存在等を総合的に勘案し、「中学校区」を介護保険事業計

画における日常生活圏域として設定しています。 

 

 

  



＜中学校区別高齢化率（平成26年4月1日現在）＞

　以上 未満

　0～14％
【3,894】

　14～20％

【2,136】 【2,319】 【3,275】 　20～30％
【3,323】

【2,107】 　30％～
【2,906】

【3,346】

広陵 加茂（23.3％）
（35.8％） 【1,061】 【4,053】

【1,080】 【3,829】
【2,371】 【3,157】

【3,080】 【3,849】

【4,634】

【1,623】

【5,372】

【3,137】

【6,010】 【1,859】 【3,625】

【3,596】

【5,338】
【5,651】

東華（17.9％）

【5,232】 【4,384】 【3,483】

【3,982】

【2,439】

※【　】内は，高齢者数（人）

凡例

将監東（28.8％）

根白石（31.5％）  寺岡（19.0％） 高森（23.9％） 将監（20.2％） 向陽台

鶴が丘（30.2％）

住吉台（13.3％） 八乙女

（24.0％） 松陵

（22.1％）

七北田（12.1％）

【1,401】

（18.1％） 南光台東 

南中山 （17.1％） 岩切

大沢（24.8％） （24.1％） 【1,974】

館 （15.2％）

北仙台

（14.4％） 南光台 （25.4％）

南吉成

（21.9％）

（19.0％）

台原  西山（26.8％）

（20.1％）

三条 幸町 東仙台

（15.3％）

中野（18.1％）

【4,604】

田子
上杉山  五城 【3,733】 （15.0％）

（17.7％） （14.2％）

【3,952】

広瀬（15.6％） 折立 第二
（27.8％） （17.5％）

【1,556】 八木山 （25.4％） （23.5％）

五橋（17.9％） 高砂（18.1％）

（23.9％）

茂庭台

 南小泉

【2,013】

西多賀

【5,655】

【2,654】 【4,880】 蒲町

（25.0％） （19.5％）

【4,670】

秋保（30.9％）

長町 （19.0％）

（14.1％） （20.7％） 袋原

【3,407】

六郷

【3,841】 （22.9％）

郡山 【3,279】

（29.9％）

 沖野

【6,833】

（25.7％）

柳生 中田

七郷

（16.3％）

吉成 中山（25.6％）

（22.2％）

宮城野（16.1％）

【2,897】 【4,263】 （27.3％）

八軒 （18.0％）

【4,352】

【1,114】

【884】

富沢 （20.6％）

（13.3％）

【3,641】

【4,209】

【2,371】 （28.0％）

【1,314】

【4,777】

【4,496】

【4,038】

愛宕

（22.9％）
第一 （19.8％）

生出（31.2％）

根白石（31.5％） 

                【1,401】 

広陵 

（35.8％） 

【1,080】 

秋保（30.9％） 

【1,314】 
生出（31.2％） 

【884】 

人来田 
（33.9％） 
【2,299】 

山田
（31.1％） 
【4,192】 

長命ケ丘 
（31.8％） 
【2,561】 

桜丘
（30.2％） 
【4,325】 

鶴が丘（30.2％） 

【3,346】 

鶴谷（33.5％） 
【4,202】 

８
 



＜中学校区別高齢化率（平成23年10月1日現在）＞

　以上 未満

　0～14％
【3,563】

　14～20％

【1,314】 【1,623】 【1,848】 【2,769】 　20～30％
【3,741】

【978】 　30％～
【2,562】

【2,723】

広陵 加茂（18.6％）
（33.3％） 【831】 【3,239】

【1,063】 【3,497】
【1,889】 【2,790】

【2,706】 【3,931】 【3,559】

【4,472】

【1,312】

【5,089】

【2,774】

【5,402】 【1,517】 【3,207】

【3,161】

【4,790】
【4,822】

東華（16.4％）

【4,580】 【3,933】 【3,111】

【3,475】

【2,249】

※【　】内は，高齢者数（人） 【3,946】

【892】

【814】

【1,225】

山田

【4,534】

【3,974】

【4,029】

愛宕

【5,311】

【3,352】

【3,928】

【2,005】 （27.4％）
吉成 中山（24.5％）

（17.7％）

（21.3％）
第一 （19.7％）

 沖野

【5,963】

【4,214】
富沢 （19.0％）

（12.5％）

【2,373】 【3,758】 （24.6％）

（23.2％）

柳生 中田
（11.7％） （18.7％） 袋原

【3,059】

六郷

【3,483】 （20.0％）

郡山 【2,867】

生出（27.7％） 【1,980】 （23.0％） （19.1％）

七郷

（28.8％） 【3,817】 長町 （17.5％） （15.5％）

人来田

西多賀

秋保（28.1％） （28.7％） 八軒 （16.2％）

（29.0％） 【2,542】 【4,661】 蒲町

【1,279】 八木山 （25.3％） （22.6％）

五橋（16.7％） 高砂（15.8％）

（19.3％）

茂庭台

 南小泉

【1,680】 【3,427】

広瀬（14.0％） 折立 第二
（23.6％） （16.2％）

（14.4％） （18.5％）

宮城野（14.8％）

中野（16.2％）

【4,190】

田子
上杉山  五城 【3,329】 （12.7％）

（16.0％） （13.2％）

台原  西山（25.6％）

（19.4％）

三条 幸町 東仙台

北仙台

（11.5％） 南光台 （23.9％）

南吉成

（18.7％）

大沢（22.1％） 桜丘（27.8％） （23.0％） 【1,769】

館 （12.8％） 【2,105】 （17.0％） 南光台東 

南中山 （25.6％） （16.2％） 岩切

鶴が丘（24.3％）

住吉台（10.2％） 八乙女 長命ケ丘

（22.0％） 松陵

（15.1％）

七北田（11.2％）

凡例

将監東（26.5％）

根白石（28.7％）  寺岡（15.1％） 高森（19.4％） 将監（17.7％） 向陽台

広陵 

（33.3％） 

【1,063】 

鶴谷(31.7％）
【3,991】 

９
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（３）要介護・要支援認定者数の推移 

  本市の要介護・要支援認定者数は、平成 26 年 3 月末時点で 39,861 人、その

うち第 1 号被保険者（65 歳以上の方）が 38,735 人となっています。今後も、高

齢者数の増加に伴い、認定者数の増加傾向が続くことが見込まれます。 

 

（４）認知症高齢者数の推移 

  厚生労働省の研究班の調査によると、65 歳以上の高齢者の約 15％が、認知症

高齢者と見込んでいます。これを本市に当てはめた場合、平成 27(2015)年には

約 3 万 6 千人、10 年後の平成 37（2025）年には約 4 万 3 千人になることが予

想されます。 

 

 

  

29,192  

35,660  
40,470  

43,364  
45,861  

48,654  

0
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（平成22年） 
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（平成27年） 

2020年 

（平成32年） 

2025年 

（平成37年） 

2030年 

（平成42年） 

2035年 

（平成47年） 

(人) 

28,322  28,711  29,742  30,806  32,134  
34,458  

37,214  38,735  

1,123  1,109  
1,097  1,080  

1,094  

1,193  
1,195  1,126  

17.3% 16.9% 16.8% 16.9% 17.4% 18.1% 18.5% 18.4% 
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第1号被保険者 第2号被保険者 出現率（第1号被保険者に占める割合） 

(人) 

＊65歳以上人口（国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口（H25.3）」）を基に、厚生労働省 

の研究班の調査による認知症高齢者の割合（15％）を用いて推計 
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（５）在宅高齢者の世帯状況 

  本市のひとり暮らしの方や、65 歳以上の方のみで構成される高齢世帯は、徐々

に増加しています。 

 

○65 歳以上の高齢者を含む世帯の状況 

＊住民基本台帳から抽出したデータにより作成 

（※平成 25年 4月 1日以前は、旧外国人登録分を含まない） 
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３ 介護保険制度改正の概要 

 

 近年の急速な少子高齢化の進展による社会保障給付に要する費用の増大及び生

産年齢人口の減少に伴い、社会保障制度に係る負担が増加していることから、持続

可能な社会保障制度の確立を図るため、社会保障制度改革が進められています。 

 平成 25 年 12 月には、「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進

に関する法律」が成立し、これに基づき、平成 26 年通常国会において、「地域にお

ける医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法

律案」が審議されています。 

 この法律案には、地域包括ケアシステムを構築することを通じ、地域における医

療及び介護の総合的な確保を推進するため、介護保険法の改正が盛り込まれていま

す。 

 

介護保険制度の改正案の主な内容について 

 
 

高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるようにするため、 

医療、介護、介護予防、生活支援を充実。 
 

  

  ○地域包括ケアシステムの構築に向けた地域支援事業の充実 

   ①在宅医療・介護連携の推進 

   ②認知症施策の推進 

   ③地域ケア会議の推進 

   ④生活支援サービスの充実・強化 
  
 
 

 

  ①全国一律の予防給付（訪問介護・通所介護）を市町村が取り組む地域支援事業に移行し、

多様化 

   ＊市町村の円滑な移行を考慮し、平成 29 年 4 月まで事業開始の猶予期間を設定。 

   ＊介護保険制度内でのサービスの提供であり、財源構成も変わらない。 

   ＊見直しにより、既存の介護事業所による既存サービスに加え、ＮＰＯ、民間事業者等によ

る多様なサービスの提供が可能。また、高齢者が生活支援等の担い手になることも想定。 

  ②特別養護老人ホームの新規入所者を、原則、要介護３以上に限定（既入所者は除く） 

   ＊要介護１・２でもやむを得ない事情により、特養以外での生活が著しく困難な場合は、市

町村の関与の下、特例的に入所を認める。 

  

 

サービスの充実 

重点化・効率化 

【１】地域包括ケアシステムの構築 
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低所得者の保険料軽減を拡充。また、保険料上昇をできる限り 

抑えるため、所得や資産のある人の利用者負担を見直す。 
 

  

  ○低所得者の保険料の軽減割合を拡大 

   ・給付費の 5割の公費に加えて別枠で公費を投入し、低所得者の保険料の 

    軽減割合を拡大 

   ＊軽減例：年金収入 80 万円以下 5 割軽減 → 7 割軽減に拡大 

   ＊軽減対象：市町村民税非課税世帯（65 歳以上の約 3 割） 

  

 

 

  ①一定以上の所得のある利用者の自己負担を引上げ 

   ・2 割負担とする所得水準を、65歳以上高齢者の所得上位 20％とした場合、 

    合計所得金額 160万円（年金収入のみの単身世帯の場合 280 万円）以上。 

    ただし、月額上限があるため、見直し対象の全員の負担が 2 倍になるわけではない。 

   ・医療保険の現役並み所得相当の人は、月額上限を 37,200 円から 44,400円に引上げ。 

②住民税非課税世帯の施設利用者の食費・居住費を補助する「補足給付」の要件に資産を

追加 

   ・預貯金等が単身 1000万円超、夫婦 2000 万円超の場合は対象外 

   ・世帯分離した場合でも、配偶者が課税されている場合は対象外 

   ・給付額の決定に当たり、非課税年金（遺族年金・障害年金）を収入として勘案 

 

    

  

＊平成 26年 2月 25日「全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料」 

 （厚生労働省老健局）より作成 

低所得者の保険料軽減を拡充 

重点化・効率化 

【２】費用負担の公正化 


